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規 則

奈良市公印規則の一部を改正する規則をここに公布する｡

平成16年５月26日

奈良市長 大 川 靖 則

奈良市規則第39号

奈良市公印規則の一部を改正する規則

奈良市公印規則（昭和25年奈良市規則第12号）の一部

を次のように改正する｡

別表屋外広告事務専用市長印の項の次に次のように加え

る｡
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附 則

この規則は､平成16年８月１日から施行する｡

（平成16年５月26日掲示済）

奈良市健康増進法施行細則をここに公布する｡

平成16年５月26日

奈良市長 大 川 靖 則

奈良市規則第40号

奈良市健康増進法施行細則

（趣旨）

第１条 この規則は､健康増進法（平成14年法律第103号｡

以下 ｢法｣という｡）の施行に関し､健康増進法施行令

（平成14年政令第361号）及び健康増進法施行規則（平

奈良市公報
号 外 第 12号

平成16年7月15日印刷発行

発行所　奈 良 市 役 所

発行人　奈 良 市 長

編集人　総 務 課 長

印刷所　株式会社 京阪工技社

奈 良 市 公 報 号外第12号
平成16年７月15日
（木 曜 日）
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成15年厚生労働省令第86号｡以下 ｢省令｣という｡）に

定めるもののほか､必要な事項を定めるものとする｡

（特定給食施設の届出）

第２条 法第20条第１項の規定による届出は､特定給食

施設事業開始（再開）届（別記第１号様式）に､次に掲

げる書類を添えて行わなければならない｡

給食施設の平面図

給食従事職員名簿

委託の場合は､委託契約書の写し

２ 法第20条第２項の規定による届出は､変更の場合に

あっては特定給食施設変更届（別記第２号様式）により､

休止又は廃止の場合にあっては特定給食施設事業休止

（廃止）届（別記第３号様式）により行わなければなら

ない｡

３ 法第20条第１項に規定する特定給食施設（以下 ｢特

定給食施設｣という｡）の変更の届出をする場合には､

特定給食施設変更届に､次に掲げる書類を添えなければ

ならない｡

変更の事実を証する書面

施設の構造の変更の場合は､当該変更後の平面図

４ 特定給食施設の設置者は､休止した事業を再開したと

きは､特定給食施設事業開始（再開）届に､第１項各号

に掲げる書類を添えて市長に届け出なければならない｡

（特定給食施設以外の給食施設の設置者に対する指導等）

第３条 市長は､次に掲げる施設（特定給食施設を除く｡）

で､特定かつ多数の者に対して継続的に食事を供給する

ものの設置者又は管理者に対し､栄養管理の実施を確保

するため必要があると認めるときは､特定給食施設に準

じて必要な書類の提出を求め､当該栄養管理の実施に関

し必要な指導及び助言を行うことがある｡

病院

介護老人保健施設

老人福祉施設

児童福祉施設

社会福祉施設

その他市長が必要と認めた施設

（補則）

第４条 この規則に定めるもののほか､必要な事項は､そ

の都度市長が定める｡

附 則

（施行期日）

１ この規則は､公布の日から施行する｡

（奈良市保健所長事務委任規則の一部改正）

２ 奈良市保健所長事務委任規則（平成14年奈良市規則

第58号）の一部を次のように改正する｡

第２条第１項第27号に次のように加える｡

ク 奈良市健康増進法施行細則（平成16年奈良市

規則第40号）第３条の規定による特定給食施設

以外の給食施設への指導及び助言に関すること｡

奈 良 市 公 報号外第12号
平成16年７月15日
（木 曜 日）
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施 設 の 名 称

施 設 の 所 在 地

開 始 （ 再 開 ） 年 月 日

給 食 管 理 担 当 部 署

施 設 の 種 類

運 営 方 法

委 託 先

（ 委 託 の 場 合 ）

１ 日 の 予 定 給 食 数

（食）

給食従事職員数（人）

施　設　側

委　託　側

常 　 勤

非 常 勤

常 　 勤

非 常 勤

許可病床

数又は入

所定員数

そ の 他

計

事 務 職

その他

調 理 員

夕　食

調 理 師

昼　食

栄 養 士

朝　食

管理栄養士

年　　　  月　　　  日

学校　・　病院　・　介護老人保健施設　・　老人福祉施設

児童福祉施設　・　社会福祉施設　・　矯正施設　・　寄宿舎

事業所　・　一般給食センター　・　その他（　　　　　　　　　　　　　　）

直営　・　委託　・　一部委託

他の施設の給食施設等（施設名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

名　称

所在地

代表者氏名

別記

第１号様式（第２条関係）

特定給食施設事業開始（再開）届

年　　　月　　　日　　

（あて先）奈良市長

届出者　　住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　○　　　　

　　　　　法人にあっては、主たる事務所の所　　　　

在地並びに名称及び代表者の氏名　　　　　

　　　　　電　　話　　　　　　　　　　　　　　　　

次のとおり給食を開始（再開）しましたので、健康増進法第20条第１項（奈良市健康増進法施行細則第２条第４項）

の規定により届け出ます。

添付書類

　　給食施設の平面図

　　給食従事職員名簿

　　委託の場合は、委託契約書の写し

印

奈 良 市 公 報 号外第12号
平成16年７月15日
（木 曜 日）
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施 設 の 名 称

施 設 の 所 在 地

変 更 年 月 日

変 更 事 項

年　　　　月　　　　日

変　　　　更　　　　前 変　　　　更　　　　後

第２号様式（第２条関係）

特定給食施設変更届

年　　　月　　　日　　

（あて先）奈良市長

届出者　　住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　○　　　　

　　　　　法人にあっては、主たる事務所の所　　　　

在地並びに名称及び代表者の氏名　　　　　

  電　　話　　　　　　　　　　　　　　　　

次のとおり特定給食施設の届出事項を変更しましたので、健康増進法第20条第２項の規定により届け出ます。

添付書類

　　変更の事実を証する書面

　　施設の構造の変更の場合は、当該変更後の平面図

給食の運営方式を直営から委託に変更した場合は、委託先の住所及び氏名（法人にあっては、主たる事務所の  

所在地並びに名称及び代表者の氏名）を記載してください。

注

印

奈 良 市 公 報号外第12号
平成16年７月15日
（木 曜 日）
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印

（平成16年５月26日掲示済）

奈良市乳幼児医療費の助成に関する条例施行規則及び奈

良市母子家庭医療費の助成に関する条例施行規則の一部を

改正する規則をここに公布する｡

平成16年５月31日

奈良市長 大 川 靖 則

奈良市規則第41号

奈良市乳幼児医療費の助成に関する条例施行規則及

び奈良市母子家庭医療費の助成に関する条例施行規

則の一部を改正する規則

（奈良市乳幼児医療費の助成に関する条例施行規則の一

部改正）

第１条 奈良市乳幼児医療費の助成に関する条例施行規則

（昭和48年奈良市規則第40号）の一部を次のように改正

する｡

第９条中｢（別記第１号様式）｣を削る｡

別記第１号様式を次のように改める｡

奈 良 市 公 報 号外第12号
平成16年７月15日
（木 曜 日）
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次のとおり、奈良市乳幼児
　　　医　　　　　療　　

証の交付を申請します。
　　　　　　　　　　　　　　　医療費受給資格

なお、資格審査のため、受給期間中に市長が所得の状況を調査することを承諾します。

               年         月          日

（あて先）奈良市長

                                  　申請者

                                  （保護者）    

住　　所　奈良市

フ リ ガ ナ

氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○

生年月日　　　　　年　　　月　　　日

電　　話　　　　　　－　　　　　　　－

印

受給者番号

乳
幼
児

氏名 続柄 性別

男・女

生年月日

年　月　日

住所（申請者と異なる場合のみ記入）

フリガナ

乳幼児の医療保険

記 号

被 保 険 者

氏 　 　 名

被 保 険 者

住 　 　 所

保険者番号

保険者名称

番 号

乳 幼 児

と の 続 柄

申請事由

１　出生

２　転入

３　医療保険加入

４　その他（　　　　　　　　　　　　　　）

事由発生年月日　　　　年　　　月　　　日

別記

第１号様式（第３条・第４条関係）

奈良市乳幼児　
医　　　　　療　

証交付申請書
医療費受給資格

奈 良 市 公 報号外第12号
平成16年７月15日
（木 曜 日）
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次のとおり、奈良市母子
　　　医　　　　　療　　

証の交付を申請します。
　　　　　　　　　　　　　　医療費受給資格　

なお、所得等の調査のため、市民税課税台帳等の閲覧を承諾します。

               年         月          日

（あて先）奈良市長   

印

受給者番号

申
請
者

氏名 性別

男・女

生年月日

年　月　日

住所

奈良市

電話　　　－　　－　　　　

受給者番号

フリガナ

申請事由

１　18歳未満の児童を扶養している配偶者のない女子

イ　死刑

ロ　離婚

ハ　生死不明

ニ　遺棄

ホ　海外渡航中

ヘ　障害

ト　拘禁

チ　未婚

２　父母のない18歳未満の児童

３　２の児童を養育している配偶者のない女子、

又は婚姻したことのない女子

事由発生年月日　　　　年　　　月　　　日

養育費等

（申請が１月～７月の場合は○、８月～12月の場合は○に記入）

○

児
童

氏名 性別

男・女

男・女

男・女

男・女

続柄 生年月日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

住所（申請者と異なる場合のみ記入） 受給者番号
フリガナ

フリガナ

フリガナ

フリガナ

○前前年中に受け取つた養育費等の額

○前年中に受け取つた養育費等の額

円

円

1 2

1

2

加入医療保険

年　　　　　月　　　　　日

記 号

被保険者
氏 名
資格取得
年 月 日
保 険 者
番 号
保 険 者
名 称

番 号

申請者と
の 続 柄

申
請
者

（申請者と異なる場合のみ記入）

年　　　　　月　　　　　日

児 童 の
氏 名

記 号

被保険者
氏 名
資格取得
年 月 日
保 険 者
番 号
保 険 者
名 称

番 号

児童との
続 　 柄

児
童

別記

第１号様式（第３条・第４条関係）

奈良市母子　
医　　　　　療　

証交付申請書
医療費受給資格　

（奈良市母子家庭医療費の助成に関する条例施行規則の

一部改正）

第２条 奈良市母子家庭医療費の助成に関する条例施行規

則（昭和48年奈良市規則第33号）の一部を次のように

改正する｡

第10条中 ｢（別記第１号様式）｣を削る｡

別記第１号様式を次のように改める｡

奈 良 市 公 報 号外第12号
平成16年７月15日
（木 曜 日）
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前田大介

氏　名

施　術　者 施　術　所

住　所 名　称 所在地

指　定

年月日

奈良市六条

西一丁目６

－９　　　

天理吉祥

寺鍼灸接

骨院　　

天理市指

柳町307

－１

平成16年

４月５日

附 則

この規則は､平成16年６月1日から施行する｡

（平成16年５月31日掲示済）

奈良市老人医療費の助成に関する条例施行規則の一部を

改正する規則をここに公布する｡

平成16年５月31日

奈良市長 大 川 靖 則

奈良市規則第42号

奈良市老人医療費の助成に関する条例施行規則の一

部を改正する規則

奈良市老人医療費の助成に関する条例施行規則（昭和

46年奈良市規則第36号）の一部を次のように改正する｡

第10条中｢（別記第10号様式）｣を削る｡

別記第10号様式を削る｡

附 則

この規則は､平成16年６月１日から施行する｡

（平成16年５月31日掲示済）

告 示

奈良市告示第270号

奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和59年奈

良市条例第23号）第10条第３項の規定により利用者又は

所有者から引取りのない自転車等を次のとおり処分します

ので､奈良市自転車等の安全利用に関する条例施行規則

（昭和59年奈良市規則第35号）第５条の規定により告示し

ます｡

平成16年５月17日

奈良市長 大 川 靖 則

１ 処分の根拠

移動日から60日経過したにもかかわらず､引取りが

ないため｡

２ 処分対象自転車等の保管場所

奈良市大安寺西二丁目288－１

奈良市自転車等保管施設

３ 処分年月日

平成16年６月１日

４ 処分対象自転車等の移動年月日

平成16年２月２日から同月５日まで､同月９日､同

月13日､同月16日から同月19日まで及び同月24日から

同月27日まで

（平成16年５月17日掲示済）

奈良市告示第271号

奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和59年奈

良市条例第23号）第９条の規定により自転車等放置禁止

区域内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し､保

管したので､同条例第10条第１項の規定により告示しま

す｡

平成16年５月18日

奈良市長 大 川 靖 則

１ 移動理由

自転車等放置禁止区域に放置されていたため｡

２ 移動年月日

平成16年５月18日

３ 移動対象区域

近鉄あやめ池駅周辺及び近鉄学園前駅周辺自転車等放

置禁止区域

４ 保管場所

奈良市大安寺西二丁目288－１

奈良市自転車等保管施設

５ 引取期間

移動日から60日間｡ただし､奈良市の休日を定める

条例（平成元年奈良市条例第３号）第１条第１項に規定

する市の休日（毎月の第２及び第４土曜日を除く｡）を

除く｡

６ 引取時間

午前９時から午後４時30分まで

７ 引取りのための必要事項

印鑑､自転車等の鍵並びに住所及び氏名を確認でき

るもの（学生証・運転免許証・保険証等）をお持ちく

ださい｡

次のとおり移動及び保管に要した費用を徴収します｡

ア 移動費 2,000円

イ 保管費 1,000円（ただし､移動日から14日以内

は無料）

８ 連絡先

奈良市企画部交通政策課 電話0742－34－1111代表

（平成16年５月18日掲示済）

奈良市告示第272号

生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条において

準用する同法第49条の規定により施術者の指定をしまし

たので､同法第55条の２の規定により次のとおり告示し

ます｡

平成16年５月19日

奈良市長 大 川 靖 則

（平成16年５月19日掲示済）

奈良市告示第273号

奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和59年奈

良市条例第23号）第９条の規定により自転車等放置禁止

区域内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し､保

管したので､同条例第10条第１項の規定により告示しま

す｡

奈 良 市 公 報号外第12号
平成16年７月15日
（木 曜 日）
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実 施 機 関

市 長 66 18 39 1 5 1 2

水 道 事 業 管 理 者 3 1 2 0 0 0 0

消 防 長 7 3 4 0 0 0 0

教 育 委 員 会 16 8 7 0 0 0 1

選 挙 管 理 委 員 会 2 1 1 0 0 0 0

公 平 委 員 会 0 0 0 0 0 0 0

監 査 委 員 0 0 0 0 0 0 0

農 業 委 員 会 0 0 0 0 0 0 0

固 定 資 産 評 価

審 査 委 員 会
0 0 0 0 0 0 0

計 94 31 53 1 5 1 3

開示請求

件　　数 開　　示

処　　理　　状　　況

部分開示 不 開 示 却 下 拒 否
取下げ

１　行政文書開示請求の件数及び処理の状況
（単位：件）

実 施 機 関

市 長 1 1

開 　 　 示

0

部 分 開 示

0

不 開 示

0

不 存 在

0

取下げ
開示申出

件　　数

処　　理　　状　　況

２　行政文書任意開示申出の件数及び処理の状況
（単位：件）

不 服 申 立 て

件 数

6 0 1

棄 却

1

一 部 認 容

2

認 容

4

合 計

2

取下げ
却 下

処　　理　　状　　況

3　不服申立ての件数及び処理の状況
（単位：件）

１　個人情報取扱事務の届出件数
（平成16年３月31日現在）

実 施 機 関

市 長

水 道 事 業 管 理 者

消 防 長

教 育 委 員 会

選 挙 管 理 委 員 会

公 平 委 員 会

監 査 委 員

農 業 委 員 会

件　　　　　　　　数

784

41

78

108

23

3

4

24

奈良市長 大 川 靖 則

１ 移動理由

自転車等放置禁止区域に放置されていたため｡

２ 移動年月日

平成16年５月19日

３ 移動対象区域

近鉄大和西大寺駅周辺及び近鉄平城駅周辺自転車等

放置禁止区域

以下省略

（平成16年５月19日掲示済）

奈良市告示第274号

奈良市情報公開条例（平成９年奈良市条例第34号）第18

条の規定により､平成15年４月１日から平成16年３月31

日までの間の各実施機関におけるこの条例の運用状況を

次のとおり公表します｡

平成16年５月20日

奈良市長 大 川 靖 則

（平成16年５月20日掲示済）

奈良市告示第275号

奈良市個人情報保護条例（平成13年奈良市条例第55号）

第32条の規定により､平成15年４月１日から平成16年３

月31日までの間の各実施機関におけるこの条例の運用状

況を次のとおり公表します｡

平成16年５月20日

奈良市長 大 川 靖 則

奈 良 市 公 報 号外第12号
平成16年７月15日
（木 曜 日）
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実 施 機 関 開示請求

件　　数

口頭によ

る開示請

求 件 数

２　開示請求の件数及び処理の状況
（単位：件）

固定資産評価審査委員会

計

13

1,078

市 長

水道事業管理者

消 防 長

教 育 委 員 会

選挙管理委員会

公 平 委 員 会

監 査 委 員

農 業 委 員 会

固定資産評価審査委員会

計

14　

０

１

241　

０

０

０

０

０

256　

取下げ

０

０

０

１

０

０

０

０

０

１

処理状況

書面による開示請求

94　

０

０

333　

０

０

０

０

０

427　

開示

７

０

１

237　

０

０

０

０

０

245　

部分開示

５

０

０

２

０

０

０

０

０

７

不開示

２

０

０

１

０

０

０

０

０

３

＊ 個人情報の訂正請求､削除請求､目的外利用及び外

部提供の中止請求並びに不服申立てはありませんでし

た｡

（平成16年５月20日掲示済）

奈良市告示第276号

次のとおり一般競争入札に付しますので､地方自治法施

行令（昭和22年政令第16号）第167条の６第１項及び奈

良市契約規則（昭和40年奈良市規則第43号）第２条の規

定により公告します｡

平成16年５月20日

奈良市長 大 川 靖 則

１ 入札に付する事項

工 事 名 法華寺町地内奈良市公共下水道佐保分水

幹線放流渠築造工事（公２）

工事場所 奈良市法華寺町地内

工 期 契約の日から平成17年３月25日まで

工事概要 放流渠築造 １箇所

放流人孔築造工 一式

油圧ユニット室築造工 一式

ゲート施設工 一式

付帯工 一式

予定価格 196,541千円（消費税及び地方消費税を

除く）

最低制限価格

131,682千円（消費税及び地方消費税を

除く）

２ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項

２社による特定建設工事共同企業体 (市内に本店を有

する建設業者で構成されるものに限る｡）で､その各構

成員が次の各号に定める基準をすべて満たすものである

こと｡

平成16年度において本市が発注する建設工事の請

負契約に係る一般競争入札参加資格者であること｡

本市における競争入札参加資格土木一式工事の等級

がＡに格付されていること｡

当該工事に専任の監理技術者又は主任技術者を配置

できること｡

構成員の出資比率の最低限度は､均等割の10分の

６とし､その代表者の出資比率は､構成員中最大であ

ること｡

地方自治法施行令第167条の４の規定に該当しない

者であること｡

本市の指名停止措置要領に基づく指名停止期間中で

ないこと｡

３ 設計図書等を示す場所及び日時

日時

平成16年５月20日から５月28日まで（奈良市の休

日を定める条例（平成元年奈良市条例第３号）に規定

する市の休日を除く｡）の午前９時から午後５時まで

（正午から午後１時までを除く｡）

奈良市財務部監理課

なお､設計図書等は､貸出し又は閲覧とします｡

４ 入札の場所及び日時

奈良市役所 入札室

平成16年５月31日 午前９時30分

５ 入札保証金に関する事項

入札に際しては､奈良市契約規則第４条に定める所定

の入札保証金を納めなければならない｡ただし､同条第

２項第２号に該当する場合は､これを免除します｡

６ 入札の無効

次の各号の一に該当する入札は､無効とします｡

入札に参加する資格のない者のした入札

郵便､電報又はファクシミリ等による入札

入札書に記名押印を欠く入札

入札書の重要な文字の誤脱等により必要な事項を確

奈 良 市 公 報号外第12号
平成16年７月15日
（木 曜 日）
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認できない入札

同一入札について入札者又はその代理人によりなさ

れた２以上の入札

入札に関し談合等の不正行為をした者の入札

入札に際して公正な入札の執行を害する行為をした

者の入札

入札金額を訂正した入札

その他市長の定める入札条件に違反した入札

なお､入札者は､その提出した入札書の書換え､引換

え又は撤回をすることができません｡

７ 議会の議決等

本件の工事請負契約は､地方自治法（昭和22年法律

第67号）第96条第１項第５号の規定による議会の議決

事件であるので､落札者と決定された者と仮契約を締結

し､奈良市議会において議決されたとき､又は同法第

179条第１項の規定による専決処分をしたときに本契約

が締結されたものとします｡

８ 入札参加申請

入札参加を申請する者は､次に掲げる書類を提出し

てください｡

ア 特定建設工事共同企業体入札参加申請書

イ 特定建設工事共同企業体協定書（共同連帯施工型）

ウ 委任状

エ 配置予定技術者の資格等を証するものの写し（各

構成員）

オ 直近の経営事項審査結果通知書の写し（各構成員）

入札参加申請方法

平成16年５月21日から５月24日まで（奈良市の休

日を定める条例（平成元年奈良市条例第３号）に規定

する市の休日を除く｡）の午前９時から午後５時まで

（正午から午後１時までを除く｡）に､奈良市財務部監

理課に　の書類を持参してください｡

９ 入札参加資格の審査及び決定

審査機関

入札参加を申請する者の参加資格は､奈良市建設工

事入札参加者等審査会が審査します｡

入札参加者の決定通知

平成16年５月25日までに､共同企業体の代表者に

通知します｡

10 その他

その他の詳細は､入札者心得によります｡

上記に定めのないものは､地方自治法施行令及び奈

良市契約規則によります｡

問い合わせ先

奈良市二条大路南一丁目１番１号

奈良市財務部監理課工事入札係

電話 0742－34－4743

（平成16年５月20日掲示済）

奈良市告示第277号

次のとおり一般競争入札に付しますので､地方自治法施

行令（昭和22年政令第16号）第167条の６第１項及び奈

良市契約規則（昭和40年奈良市規則第43号）第２条の規

定により公告します｡

平成16年５月20日

奈良市長 大 川 靖 則

１ 入札に付する事項

工 事 名 登美ヶ丘中学校大規模改造工事

工事場所 奈良市東登美ヶ丘三丁目1059番地

工 期 契約の日から平成16年10月29日まで

工事概要 １.建築主体工事（棟番号４－１ ＲＣ

造４階建 Ａ＝1,725　）

耐震補強工事 一式

老朽改修工事 一式

付帯工事 一式

２.電気設備工事 一式

３.機械設備工事 一式

予定価格 202,410千円（消費税及び地方消費税を

除く）

最低制限価格

135,614千円（消費税及び地方消費税を

除く）

２ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項

２社による特定建設工事共同企業体（市内に本店を有

する建設業者で構成されるものに限る｡）で､その各構

成員が次の各号に定める基準をすべて満たすものである

こと｡

平成16年度において本市が発注する建設工事の請

負契約に係る一般競争入札参加資格者であること｡

本市における競争入札参加資格建築一式工事の等級

がＡに格付されていること｡

当該工事に専任の監理技術者又は主任技術者を配置

できること｡

構成員の出資比率の最低限度は､均等割の10分の

６とし､その代表者の出資比率は､構成員中最大であ

ること｡

地方自治法施行令第167条の４の規定に該当しない

者であること｡

本市の指名停止措置要領に基づく指名停止期間中で

ないこと｡

３ 設計図書等を示す場所及び日時

日時

平成16年５月20日から５月28日まで（奈良市の休

日を定める条例（平成元年奈良市条例第３号）に規定

する市の休日を除く｡）の午前９時から午後５時まで

（正午から午後１時までを除く｡）

奈良市財務部監理課

なお､設計図書等は､貸出し又は閲覧とします｡

４ 入札の場所及び日時

奈良市役所 入札室

平成16年５月31日 午前10時10分

５ 入札保証金に関する事項

奈 良 市 公 報 号外第12号
平成16年７月15日
（木 曜 日）
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入札に際しては､奈良市契約規則第４条に定める所定

の入札保証金を納めなければならない｡ただし､同条第

２項第２号に該当する場合は､これを免除します｡

６ 入札の無効

次の各号の一に該当する入札は､無効とします｡

入札に参加する資格のない者のした入札

郵便､電報又はファクシミリ等による入札

入札書に記名押印を欠く入札

入札書の重要な文字の誤脱等により必要な事項を確

認できない入札

同一入札について入札者又はその代理人によりなさ

れた２以上の入札

入札に関し談合等の不正行為をした者の入札

入札に際して公正な入札の執行を害する行為をした

者の入札

入札金額を訂正した入札

その他市長の定める入札条件に違反した入札

なお､入札者は､その提出した入札書の書換え､引換

え又は撤回をすることができません ｡

７ 議会の議決等

本件の工事請負契約は､地方自治法（昭和22年法律

第67号）第96条第１項第５号の規定による議会の議決

事件であるので､落札者と決定された者と仮契約を締結

し､奈良市議会において議決されたとき､又は同法第1

79条第１項の規定による専決処分をしたときに本契約

が締結されたものとします｡

８ 入札参加申請

入札参加を申請する者は､次に掲げる書類を提出し

てください｡

ア 特定建設工事共同企業体入札参加申請書

イ 特定建設工事共同企業体協定書（共同連帯施工型）

ウ 委任状

エ 配置予定技術者の資格等を証するものの写し（各

構成員）

オ 直近の経営事項審査結果通知書の写し（各構成員）

入札参加申請方法

平成16年５月21日から５月24日まで（奈良市の休

日を定める条例（平成元年奈良市条例第３号）に規定

する市の休日を除く｡）の午前９時から午後５時まで

（正午から午後１時までを除く｡）に､奈良市財務部監

理課に の書類を持参してください｡

９ 入札参加資格の審査及び決定

審査機関

入札参加を申請する者の参加資格は､奈良市建設工

事入札参加者等審査会が審査します｡

入札参加者の決定通知

平成16年５月25日までに､共同企業体の代表者に

通知します｡

10 その他

その他の詳細は､入札者心得によります｡

上記に定めのないものは､地方自治法施行令及び奈

良市契約規則によります｡

問い合わせ先

奈良市二条大路南一丁目１番１号

奈良市財務部監理課工事入札係

電話 0742－34－4743

（平成16年５月20日掲示済）

奈良市告示第278号

次のとおり一般競争入札に付しますので､地方自治法施

行令（昭和22年政令第16号）第167条の６第１項及び奈

良市契約規則（昭和40年奈良市規則第43号）第２条の規

定により公告します｡

平成16年５月20日

奈良市長 大 川 靖 則

１ 入札に付する事項

工 事 名 六条小学校大規模改造工事

工事場所 奈良市六条二丁目14番１号

工 期 契約の日から平成16年10月29日まで

工事概要 １.建築主体工事（ＲＣ造３階建 Ａ＝

1,517　）

耐震改修工事 一式

老朽改修工事 一式

付帯工事 一式

２.電気設備工事 一式

３.機械設備工事 一式

予定価格 207,900千円（消費税及び地方消費税を

除く）

最低制限価格

139,293千円（消費税及び地方消費税を

除く）

２ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項

２社による特定建設工事共同企業体（市内に本店を有

する建設業者で構成されるものに限る｡）で､その各構

成員が次の各号に定める基準をすべて満たすものである

こと｡

平成16年度において本市が発注する建設工事の請

負契約に係る一般競争入札参加資格者であること｡

本市における競争入札参加資格建築一式工事の等級

がＡに格付されていること｡

当該工事に専任の監理技術者又は主任技術者を配置

できること｡

構成員の出資比率の最低限度は､均等割の10分の

６とし､その代表者の出資比率は､構成員中最大であ

ること｡

地方自治法施行令第167条の４の規定に該当しない

者であること｡

本市の指名停止措置要領に基づく指名停止期間中で

ないこと｡

３ 設計図書等を示す場所及び日時

日時

平成16年５月20日から５月28日まで（奈良市の休

奈 良 市 公 報号外第12号
平成16年７月15日
（木 曜 日）
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ないとう耳鼻

咽喉科　　　

名　称 所在地

奈良市学園北一丁目14－13

メディカル学園前３Ｆ

指定年月日

平成16年

５月17日

日を定める条例（平成元年奈良市条例第３号）に規定

する市の休日を除く｡）の午前９時から午後５時まで

（正午から午後１時までを除く｡）

奈良市財務部監理課

なお､設計図書等は､貸出し又は閲覧とします｡

４ 入札の場所及び日時

奈良市役所 入札室

平成16年５月31日 午前９時50分

５ 入札保証金に関する事項

入札に際しては､奈良市契約規則第４条に定める所定

の入札保証金を納めなければならない｡ただし､同条第

２項第２号に該当する場合は､これを免除します｡

６ 入札の無効

次の各号の一に該当する入札は､無効とします｡

入札に参加する資格のない者のした入札

郵便､電報又はファクシミリ等による入札

入札書に記名押印を欠く入札

入札書の重要な文字の誤脱等により必要な事項を確

認できない入札

同一入札について入札者又はその代理人によりなさ

れた２以上の入札

入札に関し談合等の不正行為をした者の入札

入札に際して公正な入札の執行を害する行為をした

者の入札

入札金額を訂正した入札

その他市長の定める入札条件に違反した入札

なお､入札者は､その提出した入札書の書換え､引換

え又は撤回をすることができません｡

７ 議会の議決等

本件の工事請負契約は､地方自治法（昭和22年法律

第67号）第96条第１項第５号の規定による議会の議決

事件であるので､落札者と決定された者と仮契約を締結

し､奈良市議会において議決されたとき､又は同法第1

79条第１項の規定による専決処分をしたときに本契約

が締結されたものとします｡

８ 入札参加申請

入札参加を申請する者は､次に掲げる書類を提出し

てください｡

ア 特定建設工事共同企業体入札参加申請書

イ 特定建設工事共同企業体協定書（共同連帯施工型）

ウ 委任状

エ 配置予定技術者の資格等を証するものの写し（各

構成員）

オ 直近の経営事項審査結果通知書の写し（各構成員）

入札参加申請方法

平成16年５月21日から５月24日まで（奈良市の休

日を定める条例（平成元年奈良市条例第３号）に規定

する市の休日を除く｡）の午前９時から午後５時まで

（正午から午後１時までを除く｡）に､奈良市財務部監

理課に の書類を持参してください｡

９ 入札参加資格の審査及び決定

審査機関

入札参加を申請する者の参加資格は､奈良市建設工

事入札参加者等審査会が審査します｡

入札参加者の決定通知

平成16年５月25日までに､共同企業体の代表者に

通知します｡

10 その他

その他の詳細は､入札者心得によります｡

上記に定めのないものは､地方自治法施行令及び奈

良市契約規則によります｡

問い合わせ先

奈良市二条大路南一丁目１番１号

奈良市財務部監理課工事入札係

電話 0742－34－4743

（平成16年５月20日掲示済）

奈良市告示第279号

結核予防法（昭和26年法律第96号）第36条第１項の規

定により､次のとおり結核指定医療機関を指定しましたの

で､結核予防法施行令（昭和26年政令第142号）第２条の

５第1項の規定により告示します｡

平成16年５月20日

奈良市長 大 川 靖 則

（平成16年５月20日掲示済）

奈良市告示第280号

奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和59年奈

良市条例第23号）第９条の規定により自転車等放置禁止

区域内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し､保

管したので､同条例第10条第１項の規定により告示しま

す｡

平成16年５月20日

奈良市長 大 川 靖 則

１ 移動理由

自転車等放置禁止区域に放置されていたため｡

２ 移動年月日

平成16年５月20日

３ 移動対象区域

近鉄高の原駅周辺自転車等放置禁止区域

以下省略

（平成16年５月20日掲示済）

奈良市告示第281号

身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条第

１項に規定する医師として次のとおり指定したので､奈良

市身体障害者福祉法施行細則（昭和62年奈良市規則第29

号）第４条の規定により告示します｡

奈 良 市 公 報 号外第12号
平成16年７月15日
（木 曜 日）
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代表者の

氏名及び

住所

変更事項

井村祐二

奈良市西包永町16番

地の１

変更前

麻苧雅俊

奈良市西包永町38番

地

変更後

橋本宏之

　　

医師の

氏　名

奈良県立

奈良病院

医療機関

の名称

平松一丁目

30－１

（℡46－6001）

医療機関の

所在地

脳神経外

科（肢体

不自由）

診療科目

平成16年

５月10日

指　定

年月日

齊藤昌宏

　　

吉田病院 西大寺赤田

町一丁目７

－１

（℡45－4601）

神経内科

（肢体不自

由）　　

影林頼明

　　

高の原中

央病院

右京一丁目

３－３

泌尿器科

（ぼうこう

又は直腸

機能障害）

平成16年

５月19日

平成16年５月21日

奈良市長 大 川 靖 則

（平成16年５月21日掲示済）

奈良市告示第282号

奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和59年奈

良市条例第23号）第９条の規定により自転車等放置禁止

区域内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し､保

管したので､同条例第10条第１項の規定により告示しま

す｡

平成16年５月21日

奈良市長 大 川 靖 則

１ 移動理由

自転車等放置禁止区域に放置されていたため｡

２ 移動年月日

平成16年５月21日

３ 移動対象区域

近鉄奈良駅周辺自転車等放置禁止区域

以下省略

（平成16年５月21日掲示済）

奈良市告示第283号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第260条の２第11

項の規定により西包永町第１自治会から告示した事項の変

更の届出がありましたので､同条第10項の規定により次

のとおり告示します｡

平成16年５月21日

奈良市長 大 川 靖 則

１ 変更があった事項及びその内容

２ 変更の年月日

平成16年５月９日

（平成16年５月21日掲示済）

奈良市告示第284号

都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第３項の

規定により､開発行為に関する工事が完了したことを次の

とおり公告します｡

なお､当該開発区域を表示した図書は､奈良市都市整備

部開発指導課において一般の閲覧に供します｡

平成16年５月24日

奈良市長 大 川 靖 則

１ 許可の年月日及び番号

平成15年10月31日 奈良市指令都整開第03Ａ－38号

２ 検査済証の交付年月日及び番号

開発行為 平成16年５月24日 第870号

３ 開発区域に含まれる地域

奈良市三碓一丁目628番地の１及び628番地の２

４ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

大阪府吹田市江の木町１番１号

株式会社タカスギグローバルマンション

代表取締役 天野 武也

（平成16年５月24日掲示済）

奈良市告示第285号

奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和59年奈

良市条例第23号）第９条の規定により自転車等放置禁止

区域内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し､保

管したので､同条例第10条第１項の規定により告示しま

す｡

平成16年５月24日

奈良市長 大 川 靖 則

１ 移動理由

自転車等放置禁止区域に放置されていたため｡

２ 移動年月日

平成16年５月24日

３ 移動対象区域

近鉄富雄駅周辺自転車等放置禁止区域

以下省略

（平成16年５月24日掲示済）

奈良市告示第286号

奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和59年奈

良市条例第23号）第９条の規定により自転車等放置禁止

区域内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し､保

管したので､同条例第10条第１項の規定により告示しま

す｡

平成16年５月25日

奈良市長 大 川 靖 則

１ 移動理由

自転車等放置禁止区域に放置されていたため｡

２ 移動年月日

平成16年５月25日

３ 移動対象区域

奈 良 市 公 報号外第12号
平成16年７月15日
（木 曜 日）
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施設又は実施す

る事業の種類

訪問介護

通所介護

居宅介護支援事

業

指定年月日

平成16年５月１日

平成16年５月１日

平成16年５月７日

名称

株式会社ヨシダ福

祉事業部訪問介護

センター

デイ＆ナイトサー

ビス八重桜

薬局セブンファー

マシー朱雀店

主たる事務所の所

在地

奈良市神殿町327－

２ジュネス神殿210

奈良市西九条町二

丁目４－３

奈良市朱雀六丁目

21－８

名称

株式会社ヨシダ

有限会社デイサ

ービス八重桜　

有限会社セブン

プロジェクト

所在地

橿原市西新堂町10

0－２

奈良市高天市町22

－１

奈良市神功二丁目

14－16

指定介護機関 開設者

（平成16年５月27日掲示済）

奈良市告示第289号

奈良市特定不妊治療費助成金交付要綱を次のように定め

る｡

平成16年５月31日

奈良市長 大 川 靖 則

奈良市特定不妊治療費助成金交付要綱

（目的）

第１条 この要綱は､特定不妊治療については､１回の治

療費が高額であり､その経済的負担が重いことから､特

定不妊治療費助成金（以下 ｢助成金｣という｡）を交付

することにより､その経済的負担の軽減を図ることを目

的とする｡

（定義）

第２条 この要綱において ｢特定不妊治療｣とは､不妊治

療のうち､体外受精及び顕微受精をいう｡ただし､次の

いずれかに該当するものを除く｡

夫婦以外の第三者からの精子､卵子又は胚の提供に

よる不妊治療

妻が卵巣と子宮を摘出したことなどにより､妻の卵

子が使用できず､かつ､妻が妊娠できない場合に､夫

の精子を妻以外の第三者の子宮に医学的な方法で注入

して､当該第三者が妻の代わりに妊娠・出産するもの

夫婦の精子と卵子は使用できるが､子宮摘出等によ

り､妻が妊娠できない場合に､夫の精子と妻の卵子を

体外受精して得た胚を妻以外の第三者の子宮に注入し

て､当該第三者が妻の代わりに妊娠・出産するもの

（対象者）

第３条 助成金の交付を受けることができる者（以下 ｢対

象者｣という｡）は､市内に住所を有し､次のいずれに

も該当する者とする｡

特定不妊治療を受けた法律上の婚姻をしている夫婦

であって､特定不妊治療以外の治療法によっては妊娠

の見込みがないか､又は極めて少ないと医師に診断さ

れたものであること｡

夫及び妻の前年（１月から５月までの申請について

は前々年）の所得の合計額が650万円未満であること｡

この場合において､所得の範囲及び額の算出方法につ

いては､児童手当法施行令（昭和46年政令第281号）

第２条及び第３条の規定を準用する｡

（対象となる治療等）

第４条 助成金の交付の対象となる治療は､対象者が次の

いずれにも該当する医療機関で受けた特定不妊治療（医

師の判断に基づき､やむを得ず治療を中断した場合を含

む｡）とする｡

特定不妊治療の実施につき､高い技術の下に十分な

理解と倫理観をもって対処できること｡

日本産科婦人科学会の会告等に定める要件を満たし

ていること｡特に凍結保存管理施設を有するとともに､

治療の内容等についてのインフォームドコンセントが

得られる体制を整えていること｡

近鉄新大宮駅周辺自転車等放置禁止区域

以下省略

（平成16年５月25日掲示済）

奈良市告示第287号

奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和59年奈

良市条例第23号）第９条の規定により自転車等放置禁止

区域内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し､保

管したので､同条例第10条第１項の規定により告示しま

す｡

平成16年５月27日

奈良市長 大 川 靖 則

１ 移動理由

自転車等放置禁止区域に放置されていたため｡

２ 移動年月日

平成16年５月27日

３ 移動対象区域

ＪＲ奈良駅周辺自転車等放置禁止区域

以下省略

（平成16年５月27日掲示済）

奈良市告示第288号

生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第1

項の規定により､同法による介護扶助を担当する機関を

次のとおり指定しましたので､同法第55条の２の規定に

より告示します｡

平成16年５月27日

奈良市長 大 川 靖 則

奈 良 市 公 報 号外第12号
平成16年７月15日
（木 曜 日）
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治療により妊娠が確認された後においても､妊娠か

ら出産まで安心して医療が受けられる体制が必要であ

ることから､出産等の母体・胎児管理を行う医師等へ

の情報提供ができること｡

（助成の額及び期間）

第５条 助成金は､１夫婦につき１年度当たり10万円を

限度に通算２年度間交付する｡

（助成の申請及び決定）

第６条 助成金の交付を受けようとする者は､特定不妊治

療費助成金交付申請書（別記第１号様式）に､次に掲げ

る書類を添えて市長に申請しなければならない｡

特定不妊治療受診等証明書（別記第２号様式）

医療機関発行の領収書の写し

法律上の婚姻をしている夫婦であることを証明する

書類

夫及び妻の所得額を証明する書類

２ 前項の申請は､特定不妊治療が終了した日の属する年

度内に行わなければならない｡ただし､当該終了した日

が年度末であることその他市長が特別の事情があると認

めたときは､この限りでない｡

３ 市長は､第１項の申請があったときは､速やかにこれ

を審査し､助成の可否及び金額を決定の上､申請者に通

知するものとする｡

（補則）

第７条 この要綱に定めるもののほか､助成金の交付に関

し必要な事項は､その都度市長が定める｡

附 則

この告示は､平成16年６月１日から施行し､同年４月

１日以後に終了した特定不妊治療に対する助成金の交付に

ついて適用する｡

奈 良 市 公 報号外第12号
平成16年７月15日
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申 請 日

ふ り が な

氏 名

○

○

〒

〒

　　　　　年　　　月　　　日

生　　　年　　　月　　　日

　　　　　年　　　月　　　日生（　　歳）

　　　　　年　　　月　　　日生（　　歳）

　　　　電話　　　（　　　）

　　　　電話　　　（　　　）

申

請

者

振

込

先

金融機関名

ふ り が な

口座名義人

銀行

金庫

農協

申 請 受 理 年 月 日

整 理 番 号

年　　　月　　　日

□ 普通

□ 貯蓄

□ 当座

預金種別

本店　

支店　

出張所

口 座

番 号

年　　　月　　　日
（承認・不承認）

決 定 年 月 日

申請額　　金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

印

印

夫

妻

住所

（※１）

住所

（※２）

別記

第１号様式（第６条関係）

特定不妊治療費助成金交付申請書

　

（あて先）奈良市長

特定不妊治療費助成金の交付を受けたいので、次のとおり申請します。

　　太枠の中をご記入ください。

※１　夫婦の住所を記入してください。

※２　単身赴任等で夫と妻が異なる場所に住所を有する場合に記入してください。

添付書類

１　特定不妊治療受診等証明書

２　医療機関発行の領収書の写し

３　法律上の婚姻をしている夫婦であることを証明する書類

４　夫及び妻の所得額を証明する書類

注

奈 良 市 公 報 号外第12号
平成16年７月15日
（木 曜 日）
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医療機関記入欄（主治医が記入すること。）

○当該患者が過去に行った不妊治療について該当箇所に記入してください。

・タイミング療法（実施（　　　回）・未実施）

・排 卵 誘 発 法（実施（　　　回）・未実施）

・人　工　授　精（実施（　　　回）・未実施）

・体　外　受　精（実施（　　　回）・未実施）

・顕　微　受　精（実施（　　　回）・未実施）

・手　術　療　法（実施・未実施）（手術方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・そ　　の　　他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

○特定不妊治療を必要とした理由について記入してください。

○ 今回の治療内容について記入してください。

領収年月日　　　　　　年　　　　月　　　日～
　　　　　　

年　　　月　　　日

　領収金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　　

ふりがな

受診者氏名

受診者生年月日

今回の治療方法

今回の治療期間

（１体外受精　２顕微受精）該当する番号に○を付けてください。

　　　　　　　　年　　　　月　　　　日～　　　　　　年　　　　月　　　　日　　

夫

　　　　　年　　　月　　　日（　　歳）

妻

　　　　　年　　　月　　　日（　　歳）

第２号様式（第６条関係）

整 理 番 号

特定不妊治療受診等証明書

次の者については、特定不妊治療以外の治療法によっては妊娠の見込みがないか又は極めて少ないと思われ

るため、特定不妊治療を実施し、これに係る医療費を次のとおり領収したことを証明します。

年　　　　月　　　　日

医療機関の名称及び所在地

　　　　　　　主治医氏名　　　　　　　　　　　　　　　○

　　治療を中断した場合は、その経過についても記入してください。

（平成16年５月31日掲示済）

※

※

印

奈 良 市 公 報号外第12号
平成16年７月15日
（木 曜 日）
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サン薬局　学

園前店　　

名　称 所在地

奈良市学園北一丁目14－13

メディカル学園前１Ｆ

指定年月日

平成16年

５月24日

奈良市告示第290号

都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第３項の

規定により､開発行為に関する工事が完了したことを次の

とおり公告します｡

なお､当該開発区域を表示した図書は､奈良市都市整備

部開発指導課において一般の閲覧に供します｡

平成16年５月31日

奈良市長 大 川 靖 則

１ 許可の年月日及び番号

平成14年９月３日 奈良市指令都整開第01Ａ－63号

平成15年９月19日 奈良市指令都整開第01Ａ－63－

１号

平成16年４月19日 奈良市指令都整開第01Ａ－63－

２号

２ 検査済証の交付年月日及び番号

開発行為 平成16年５月31日 第871号

３ 開発区域に含まれる地域

奈良市南庄町129番地の一部､136番地の一部及び143

番地の一部

４ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

奈良市南庄町136番地

有限会社 アイ・ティ・オー

代表取締役 伊藤 孝助

（平成16年５月31日掲示済）

奈良市告示第291号

平成16年度国民健康保険料の保険料率を決定したので､

奈良市国民健康保険条例（昭和34年奈良市条例第13号）

第12条第３項及び第12条の11第３項の規定により､次の

とおり告示します｡

平成16年５月31日

奈良市長 大 川 靖 則

１ 基礎賦課額の保険料率

所得割

基礎控除後の総所得金額等の100分の９

資産割

固定資産税額（土地及び家屋）の100分の25

被保険者均等割

被保険者１人につき21,600円

世帯別平等割

１世帯につき21,600円

２ 介護納付金賦課額の保険料率

所得割

基礎控除後の総所得金額等の100分の１

資産割

固定資産税額（土地及び家屋）の100分の２

被保険者均等割

被保険者1人につき4,800円

世帯別平等割

１世帯につき4,200円

（平成16年５月31日掲示済）

奈良市告示第292号

平成16年度国民健康保険料の減額の額を決定したので､

奈良市国民健康保険条例（昭和34年奈良市条例第13号｡

以下 ｢条例｣という｡）第16条第２項（同条第３項におい

て読み替えて準用する場合を含む｡）において準用する条

例第12条第３項の規定により､次のとおり告示します｡

平成16年５月31日

奈良市長 大 川 靖 則

１ 基礎賦課額の減額の額

条例第16条第１項第１号アに規定する額 12,960円

条例第16条第１項第１号イに規定する額 12,960円

条例第16条第１項第２号アに規定する額 8,640円

条例第16条第１項第２号イに規定する額 8,640円

２ 介護納付金賦課額の減額の額

条例第16条第３項において読み替えて準用する同

条第１項第１号アに規定する額 2,880円

条例第16条第３項において読み替えて準用する同

条第１項第１号イに規定する額 2,520円

条例第16条第３項において読み替えて準用する同

条第１項第２号アに規定する額 1,920円

条例第16条第３項において読み替えて準用する同

条第１項第２号イに規定する額 1,680円

（平成16年５月31日掲示済）

奈良市告示第293号

結核予防法（昭和26年法律第96号）第36条第１項の規

定により､次のとおり結核指定医療機関を指定しましたの

で､結核予防法施行令 (昭和26年政令第142号)第２条の

５第１項の規定により告示します｡

平成16年５月31日

奈良市長 大 川 靖 則

（平成16年５月31日掲示済）

奈良市告示第294号

平成16年５月31日付で専決処分した次に掲げる予算の

要領を地方自治法（昭和22年法律第67号）第219条第２

項の規定により別紙のとおり公表します｡

平成16年５月31日

奈良市長 大 川 靖 則

１ 平成16年度奈良市住宅新築資金等貸付金特別会計補

正予算（第１号）

２ 平成16年度奈良市老人保健特別会計補正予算（第１

号）

別紙

平成16年度奈良市住宅新築資金等貸付金特別会計

補正予算（第１号）

奈 良 市 公 報 号外第12号
平成16年７月15日
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２　諸　　収　　入

歳　　入　　合　　計 100,600 581,354 681,954

款 項

千円

89,197

補正前の額

千円

581,354

補　正　額

千円

670,551

１　貸付金元利収入        
89,197 581,354 670,551

計

第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

3　 繰 上 充 用 金

歳　　出　　合　　計 100,600 581,354 681,954

款 項

千円

－

補正前の額

千円

581,354

補　正　額

千円

581,354

１ 　繰 上 充 用 金         
－ 581,354 581,354

計

　歳　出

1　支払基金交付金

歳　　出　　合　　計 27,079,800 98,668 27,178,468

款 項

千円

17,401,848

補正前の額

千円

48,513

補　正　額

千円

17,450,361

1　支払基金交付金        
17,401,848 48,513 17,450,361

2　国 庫 支 出 金 6,412,535 39,654 6,452,189

1　国 庫 負 担 金         6,403,600 39,654 6,443,254

3 県 支 出 金 1,600,900 10,501 1,611,401

1 県 負 担 金         1,600,900 10,501 1,611,401

歳　　入　　合　　計 27,079,800 98,668 27,178,468

計

3繰 上 充 用 金

款 項

千円

－

補正前の額

千円

98,668

補　正　額

千円

98,668

1　 繰 上 充 用 金        
　
－ 98,668 98,668

計

第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

　歳　出

（平成16年５月31日掲示済）

奈良市告示第295号

都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第３項の

規定により､開発行為に関する工事が完了したことを次の

とおり公告します｡

平成16年度奈良市の住宅新築資金等貸付金特別会計補

正予算（第１号）は､次に定めるところによる｡

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に､歳入歳出それぞれ581,354

千円を追加し､歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

681,954千円とする｡

２ 歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ご

との金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は､｢第１

表 歳入歳出予算補正｣による｡

平成16年度奈良市老人保健特別会計補正予算（第

１号）

平成16年度奈良市の老人保健特別会計補正予算（第１

号）は､次に定めるところによる｡

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に､歳入歳出それぞれ98,668

千円を追加し､歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞ

れ27,178,468千円とする｡

２ 歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ご

との金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は､｢第１

表 歳入歳出予算補正｣による｡

奈 良 市 公 報号外第12号
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こぎし眼科クリ

ニック　　

医療機関の名称 医療機関の所在地

奈良市押熊町1153－１

指　定

年月日

平成16年

６月１日

きわもと泌尿器

科クリニック　

奈良市学園北一丁目９－１

パラディⅡ５Ｆ

平成16年

６月７日

なお､当該開発区域を表示した図書は､奈良市都市整備

部開発指導課において一般の閲覧に供します｡

平成16年５月31日

奈良市長 大 川 靖 則

１ 許可の年月日及び番号

平成15年５月28日 奈良市指令都整開第03Ａ－８号

平成15年11月６日 奈良市指令都整開第03Ａ－８－

１号

平成15年11月20日 奈良市指令都整開第03Ａ－８－

２号

平成16年４月12日 奈良市指令都整開第03Ａ－８－

３号

２ 検査済証の交付年月日及び番号

開発行為 平成16年５月31日 第872号

公共施設 平成16年５月31日 第367号

３ 開発区域に含まれる地域

奈良市二名二丁目2488番地の２､2489番地､2490番

地の３､2490番地の４､2490番地の６､2490番地の７､

2495番地の14､2498番地の１､2502番地の２､2503番

地の２､2503番地の３､4817番地の１及び4817番地の

２（２工区）

４ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

奈良市藤ノ木台四丁目６番20号

株式会社 日本中央住販

代表取締役 谷手 善紀

５ 公共施設の種類､位置及び区域

道路

奈良市二名二丁目2488番地の２､2489番地､2490

番地の３､2490番地の４､2495番地の14､2498番地

の１､4817番地の１及び4817番地の２の各一部

公園

奈良市二名二丁目2490番地の４の一部､2490番地

の６及び2490番地の７の一部

下水道

奈良市二名二丁目2488番地の２､2489番地､2490

番地の３､2490番地の４､2498番地の１､4817番地

の１及び4817番地の２の各一部

管路敷

奈良市二名二丁目2495番地の14の一部

（平成16年５月31日掲示済）

奈良市告示第296号

奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和59年奈

良市条例第23号）第９条の規定により自転車等放置禁止

区域内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し､保

管したので､同条例第10条第１項の規定により告示しま

す｡

平成16年５月31日

奈良市長 大 川 靖 則

１ 移動理由

自転車等放置禁止区域に放置されていたため｡

２ 移動年月日

平成16年５月31日

３ 移動対象区域

近鉄奈良駅周辺及びＪＲ奈良駅周辺自転車等放置禁止

区域

以下省略

（平成16年５月31日掲示済）

奈良市告示第297号

生活保護法（昭和25年法律第144号）第49条の規定に

より医療機関の指定をしましたので､同法第55条の２の

規定により次のとおり告示します｡

平成16年５月31日

奈良市長 大 川 靖 則

（平成16年５月31日掲示済）

奈良市告示第298号

結核予防法（昭和26年法律第96号）第13条第４項及び

第15条の規定によりツベルクリン反応検査及びＢＣＧ接

種を行うので､次のとおり告示します｡

平成16年５月31日

奈良市長 大 川 靖 則

１ 予防接種を受けられる者の範囲

生後３箇月から４歳に達するまでの期間の者で､未検

査児と前回１回だけ受けて陽性のもの

２ 予防接種を行う期日及び場所

別紙のとおり

３ 接種不適当者

明らかな発熱（37.5℃以上）を呈している者

重篤な急性疾患にかかっていることが明らかな者

結核その他の疾病の予防接種､外傷等によるケロイ

ドの認められる者

前各号に掲げる者のほか､予防接種を行うことが不

適当な状態にある者

４ 接種要注意者

心臓血管系疾患､腎臓疾患､肝臓疾患､血液疾患及

び発育障害等の基礎疾患を有することが明らかな者

前回の予防接種で２日以内に発熱のみられた者又は

全身性発疹等のアレルギーを疑う症状を呈したことが

ある者

過去にけいれんの既往のある者

過去に免疫不全の診断がなされている者

接種しようとする接種液の成分に対して､アレルギー

を呈するおそれのある者

奈 良 市 公 報 号外第12号
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株式会社ユ

ニオンハー

トヤマダ

名　称

代表取締役

山田　穣

代表者氏名

奈良市東笹鉾町54

番地　　

所在地 指定日

平成16年

５月13日

株式会社佐

々木産業　

代表取締役

佐々木義治

大阪府寝屋川市点

野二丁目21番２号

平成16年

５月13日

岡田水道工

業所　　

岡田邦夫 奈良県天理市檜垣

町526番地２

平成16年

５月17日

別記第１号様式及び第３号様式中

　消費税　　　　消費税　　　　
」
を

うち　　　　　うち　　　　　

」
に改める。

消費税　　　　消費税

別記第12号様式中

　消費税　　　　消費税　　　　
」
を

うち　　　　　うち　　　　　

」
に改め、「２ケ月」を

消費税　　　　消費税

「２か月」に改める。

「

「

「

「

まん延性の皮膚病にかかっている者

副じん皮質ホルモン剤を使用している者

５ 料金

無料

６ その他

不明な点については､奈良市市民生活部衛生課に問い

合わせてください｡

別紙省略

（平成16年５月31日掲示済）

監 査

奈良市監査委員告示第４号

地方自治法第252条の32第２項の規定に基づき､包括外

部監査人の監査事務を補助する者の氏名及び住所並びに当

該監査の事務を補助する者が包括外部監査人の監査の事務

を補助できる期間を次のとおり告示します｡

平成16年５月27日

奈良市監査委員 吉 田 肇

同 中 嶋 肇

同 土 田 敏 朗

同 金 野 秀 一

１ 包括外部監査人の監査の事務を補助する者の氏名及び

２ 包括外部監査人の監査の事務を補助できる期間

平成16年６月21日から平成17年３月31日まで

（平成16年５月27日掲示済）

公 営 企 業

奈良市水道局告示第25号

奈良市水道局指定給水装置工事事業者規程（平成10年

奈良市水道局管理規程第７号）第４条第１項の規定により

奈良市水道局指定給水装置工事事業者を指定したので､同

規程第10条の規定により次のとおり公示します｡

平成16年５月20日

奈良市水道事業管理者

福 田 惠 一

（平成16年５月20日掲示済）

奈良市水道局告示第26号

奈良市水道局において発行する納付書､納入通知書及び

領収書の一部を改正する告示を次のように定める｡

平成16年５月31日

奈良市水道事業管理者

福 田 惠 一

奈良市水道局において発行する納付書､納入通知書

及び領収書の一部を改正する告示

奈良市水道局において発行する納付書､納入通知書及び

領収書（昭和55年奈良市水道局告示第９号）の一部を次

のように改正する｡

附 則

この告示は､平成16年６月１日から施行する｡

（平成16年５月31日掲示済）

選挙管理委員会

奈良市選挙管理委員会告示第20号

公職選挙法（昭和25年法律第100号）第28条の規定に

奈 良 市 公 報号外第12号
平成16年７月15日
（木 曜 日）
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より､平成16年４月30日現在において抹消すべき事由が

生じた者を､次のとおり選挙人名簿から抹消しました｡

平成16年５月19日

奈良市選挙管理委員会

委員長 吉 田 勝 二

１ 抹消年月日

平成16年５月19日

２ 抹消した者の氏名等

別冊のとおり

別冊省略

（平成16年５月19日掲示済）

奈良市選挙管理委員会告示第21号

公職選挙法（昭和25年法律第100号）第28条の規定に

より選挙人名簿から抹消した者につき､次のとおり選挙人

名簿の抹消を取り消しました｡

平成16年５月19日

奈良市選挙管理委員会

委員長 吉 田 勝 二

１ 抹消の取消年月日

平成16年５月19日

２ 抹消の取消しをした者の氏名等

別紙のとおり

別紙省略

（平成16年５月19日掲示済）

奈良市選挙管理委員会告示第22号

公職選挙法（昭和25年法律第100号）第30条の11第２

号の規定により､平成16年5月18日現在において抹消す

べき事由が生じた者を､次のとおり在外選挙人名簿から抹

消しました｡

平成16年５月19日

奈良市選挙管理委員会

委員長 吉 田 勝 二

１ 抹消年月日

平成16年５月19日

２ 抹消した者の氏名等

別紙のとおり

別紙省略

（平成16年５月19日掲示済）

奈良市選挙管理委員会告示第23号

平成16年６月２日に本市の選挙人名簿に登録する者の

氏名､住所及び生年月日を記載した書面を､平成16年６

月３日から平成16年６月７日までの間､毎日午前８時30

分から午後５時まで､次の場所で縦覧に供します｡

平成16年５月19日

奈良市選挙管理委員会

委員長 吉 田 勝 二

縦覧場所

奈良市二条大路南一丁目１番１号

奈良市役所 北棟３階

選挙管理委員会事務局内

（平成16年５月19日掲示済）

奈良市選挙管理委員会告示第24号

本市の在外選挙人名簿に登録した者の氏名､経由領事官

の名称､最終住所及び生年月日を記載した書面を､平成1

6年６月３日から平成16年６月７日までの間､毎日午前８

時30分から午後５時まで､次の場所で縦覧に供します｡

平成16年５月19日

奈良市選挙管理委員会

委員長 吉 田 勝 二

縦覧場所

奈良市二条大路南一丁目１番１号

奈良市役所 北棟３階

選挙管理委員会事務局内

（平成16年５月19日掲示済）

奈 良 市 公 報 号外第12号
平成16年７月15日
（木 曜 日）




